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１．医療DXにおける公費負担医療のオンライン資格確認の位置づけ

出典：内閣官房 令和５年６月２日 医療ＤＸ推進本部決定 「 医療ＤＸの推進に関する工程表（全体像）」

出典：令和５年６月２日医療ＤＸ推進本部決定「医療ＤＸの推進に関する工程表」

③ 令和８年度以降、公費負担医療のオンライン資格確
認の全国的な運用が求められている。

令和８年度以降の全国的な運用を見据え、
標準準拠システムの対応が必要となる。

２頁に記載

① 自治体向け公募説明会（令和５
年6月30日 デジタル庁）を開催

② デジタル庁が実施
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２．全国医療情報プラットフォームにおける公費負担医療のオンライン資格確認の位置づけ

出典：「第４回「医療DX令和ビジョン2030」厚生労働省推進チーム資料について」（令和５年８月30日 資料２－２）

公費負担医療

PMH
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出典：「自治体向け公募説明会（医療費助成・予防接種・母子保健にかかる情報連携の実証事業）」（令和５年６月30日 デジタル庁）

障害者福祉システムとPMHは、
LGWAN等の閉域網で接続する。

３．公費負担医療のオンライン資格確認の概要（概要図）
障害者福祉システム標準仕様書
においては、自立支援医療を対
象とする。

障害者福祉システムか
らPMHへ自立支援医
療の受給者情報を提
供する。
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出典：「自治体向け公募説明会（医療費助成・予防接種・母子保健にかかる情報連携の実証事業）」（令和５年６月30日 デジタル庁）

自動連携、毎回全件となっている。

１日１回以上となっている。

４．公費負担医療のオンライン資格確認の概要（PMHとの連携概要）

API連携となっている。
※標準化では、JSON形式のみとな
る予定である。
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「 【PMH】1800_基本設計書_API設計書_S00G-E01_医療助成対象者情報登録API（自治体）」（デジタル庁共有）

５．API連携仕様の概要

①個人番号（マイナンバー）が必要

③医療助成対象者情報登録
用ファイル設計書【2】データ
項目定義の＃15～30 と同じ

②自立支援医療制度では「性別」を管理していないこと
から、「0:不明」を設定する（デジタル庁と調整済）

ダウンロードすると、③、④の内容は確認可

④医療助成対象者情報登録用ファイル
設計書【3】 CSVサンプルと同じ

⑤処理結果が返却される

標準準拠システムからPMHへ自立支援医療の
受給者情報を、API連携により提供するの仕様



６．標準仕様書の改定案及び検討論点
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○ デジタル庁が規定するPMHに関する仕様書等を踏まえ、PMHと連携するための3.0版案は以下のとおりです。

精神通院医療

精神通院医療のみ、この点が更生・育成と異なる

No 検討論点 事務局の見解

１ 連携頻度は、※2でよいか 自動化できる部分であるため、可能ではないか

２ 連携データは、毎回、※3でよいか
回線利用料、帯域利用による他処理への影響、処理時間等の様々な増加要因となるため、当初は全件とし、
以後は差分とするのが適切ではないか

３ 適合基準日は令和8年4月1日でよいか 令和８年度以降の全国的な運用を見据えた政策上必要な機能である

４ 登録する履歴データに不明点はないか
毎回全件の場合は処理日時点で有効期間が有効又は未来のデータでよいか
差分とする場合は処理日時点で新たに上記に該当するデータでよいのではないか

５ 登録する項目に不明点はないか 「性別」の扱いは既定済。その他の項目で不明点はないか

６ JSON形式のAPI連携のみで問題ないか
先行事業ではCSVファイルを利用したPMHとの連携が対応されているが、標準化に向けた過渡期の対応で
あるため、標準化としてはAPI連携のみとするが問題ないか

（補足） APIの認証認可は、 PMH保守運用事業者より払い出されたトークン情報を、 Request APIのヘッダに設定し連携することで、PMH内で認可する方式となる。

よって、「地方公共団体情報システム共通機能標準仕様書」に関するリファレンスの5.2.API認可サーバの構築は不要となる。

具体的な内容は次頁に記載

育成医療

更生医療
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出典：「 【地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン(令和5年3月版) 」（令和５年３月28日 総務省）

（参考１）情報セキュリティポリシー、ネットワーク構成等踏まえたPMHとの連携

○ 総務省が規定する「地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」

①特定通信による対応が記載されている ②特定通信以外による対応が記載されている

上記を踏まえ、機能要件の備考欄に以下を記載している。

障害者福祉システムとPMHの連携については、総務省が規定する「地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関する
ガイドライン」を参考に、各自治体の情報セキュリティポリシー、ネットワーク構成等を踏まえ各自治体が個別判断すること。
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（参考２）API連携仕様の詳細（1/6）

障害者福祉システムとPMH間でAPI連携する際の認証は、事前の準備・運用として、
PMHから自治体へトークン情報を払い出しておき、自治体からPMHに対してAPI連携
する際にトークン情報を含めてもらうことで、PMH対象の自治体からAPI連携されてい
ることを特定する。
従って、当部分に、トークン情報を設定する。
※自治体側でAPI認可サーバを構築する必要はない

標準準拠システムからPMHへ自立支援医療の
受給者情報を、API連携により提供するの仕様

ダウンロードすると、③、④の内容は確認可

「 【PMH】1800_基本設計書_API設計書_S00G-E01_医療助成対象者情報登録API（自治体）」（デジタル庁共有）
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（参考２）API連携仕様の詳細（2/6）

個人番号（マイナンバー）が必要

自立支援医療制度では「性別」を管理していないことか
ら、「0:不明」を設定する（デジタル庁と調整済）
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「 【PMH】1800_基本設計書_API設計書_S00G-E01_医療助成対象者情報登録API（自治体）」（デジタル庁共有）
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（参考２）API連携仕様の詳細（3/6）

受給者番号（受給者証）が複数ある受給者
の場合は、レコードを分けること

３医療とも、入院/入院外/薬局のそれぞれの負担
上限とはしていないため、当領域に設定すること

「 【PMH】1800_基本設計書_API設計書_S00G-E01_医療助成対象者情報登録API（自治体）」（デジタル庁共有）
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（参考２）API連携仕様の詳細（4/6）

入院として負担上限とする場合であるため、
当領域は設定しない

入院外として負担上限とする場合であるため、
当領域は設定しない

「 【PMH】1800_基本設計書_API設計書_S00G-E01_医療助成対象者情報登録API（自治体）」（デジタル庁共有）
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（参考２）API連携仕様の詳細（5/6）

薬局として負担上限とする場合であるため、
当領域は設定しない

設定のイメージは以下のとおりである

「 【PMH】1800_基本設計書_API設計書_S00G-E01_医療助成対象者情報登録API（自治体）」（デジタル庁共有）
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（参考２）API連携仕様の詳細（6/6）

「 【PMH】1800_基本設計書_API設計書_S00G-E01_医療助成対象者情報登録API（自治体）」（デジタル庁共有）


